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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である原子炉浄化系補助熱交換器（Ｂクラス施設）

が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認することで，接続している

上位クラス施設である原子炉補機冷却系配管に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明す

るものである。 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

原子炉浄化系補助熱交換器は，原子炉建物 2階に設置されている。原子炉浄化系補助熱交

換器は，図 2－1 の位置関係図に示すように，上位クラス施設である原子炉補機冷却系配管が

接続していることから，地震時に本機器が損傷又は転倒した場合は原子炉補機冷却系配管に

対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 原子炉浄化系補助熱交換器と上位クラス施設の位置関係図 

2.2 構造計画 

原子炉浄化系補助熱交換器の構造計画を表 2－1に示す。 

1 1 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴は当板を介し

て 2 個の脚で支

持する。脚は基

礎ボルトで基礎

に据え付ける。

また，耐震補強

サポートは脚を

支持し，追設基

礎ボルトで床面

に固定する。 

横 置 Ｕ 字 管 式

（横置一胴円筒

形容器） 
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2.3 評価方針 

原子炉浄化系補助熱交換器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した

荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」にて示す原子炉浄化系補

助熱交換器の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル

及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が

許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

原子炉浄化系補助熱交換器の耐震評価フローを図 2－2に示す。 

図 2－2 原子炉浄化系補助熱交換器の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

原子炉浄化系補助熱交換器の構造強度評価 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｂａ 追設基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｓ 第1脚の断面積 mm2 

Ａｓ１ 第1脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ２ 第1脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ３ 第1脚の長手方向に対するせん断断面積 mm2 

Ａｓ４ 第1脚の横方向に対するせん断断面積 mm2 

ａ 第1脚底板の長手方向幅 mm 

ｂ 第1脚底板の横方向幅 mm 

Ｃ１ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1 

（胴の横方向） 

mm 

Ｃ２ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1 

（胴の長手方向） 

mm 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られ

る値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

ＣＨＮＳ 水平方向設計震度（ＮＳ方向） ― 

ＣＨＥＷ 水平方向設計震度（ＥＷ方向） ― 

Ｃｊ 軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られ

る値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

ｄ１ 第1脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 mm 

ｄ２ 第1脚底板端面から基礎ボルト中心までの横方向の距離 mm 

ｄａ 追設基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

ｅ 第1脚中心から偏心荷重作用点までの距離 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆ１１ 運転時質量により第1脚底面に作用する長手方向荷重 N 

Ｆ１２ 運転時質量により第1脚底面に作用する横方向荷重 N 

Ｆ１Ⅴ１ 鉛直方向地震により第1脚底面に作用する長手方向荷重 N 

Ｆ１Ⅴ２ 鉛直方向地震により第1脚底面に作用する横方向荷重 N 

Ｆ１Ｘ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サ

ポートに作用する長手方向荷重 

N 

 

Ｆ１Ｙ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サ

ポートに作用する横方向荷重 

N 

 

Ｆ１Ｚ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サ

ポートに作用する鉛直方向荷重 

N 

 

Ｆ２Ｘ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する長手方向荷重 

N 
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記号 記号の説明 単位 

Ｆ２Ｙ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する横方向荷重 

N 

 

Ｆ２Ｚ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する鉛直方向荷重 

N 

 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

Ｆｃ 横方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する水平方向荷重 N 

Ｆｃｂ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚底面に作用する水平方向荷重 N 

Ｆｃｓ１ 横方向地震により第1脚底面に作用する長手方向荷重 N 

Ｆｃｓ２ 横方向地震により第1脚底面に作用する横方向荷重 N 

Ｆ 長手方向地震により胴に作用する鉛直方向荷重 N 

Ｆ１ 長手方向地震により胴に作用する引張荷重 N 

Ｆ２ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する水平方向荷重 N 

Ｆｂ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚底面に作用する水平方向荷

重 

N 

Ｆｓ１ 長手方向地震により第1脚底面に作用する長手方向荷重 N 

Ｆｓ２ 長手方向地震により第1脚底面に作用する横方向荷重 N 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

fｓｂａ せん断力のみを受ける追設基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

fｔｏａ 引張力のみを受ける追設基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

fｔｍ 脚の許容引張応力 MPa 

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力（許

容組合せ応力） 

MPa 

fｔｓａ 引張力とせん断力を同時に受ける追設基礎ボルトの許容引張応力

（許容組合せ応力） 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ１ 基礎から第1脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

Ｉｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

ｊ１ 荷重分布で分割する荷重の数 ― 

Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

Ｋｃｊ，Ｋｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

０ 脚中心間距離 mm 

ｉ 第1脚より各荷重までの距離（ここで第2脚側の距離は正，その反

対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） 

mm 

Ｗ 当板における脚の取り付かない部分の長手方向長さ mm 

１ａ 長手方向の追設基礎ボルト間距離 mm 

２ａ 横方向の追設基礎ボルト間距離 mm 

Ｍ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 
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記号 記号の説明 単位 

Ｍ１ 第1脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍ１１ 長手方向地震により胴に作用する長手方向曲げモーメント N･mm 

Ｍ１２ 横方向地震により胴に作用する横方向曲げモーメント N･mm 

Ｍ１３ 横方向地震により胴に作用するねじりモーメント N･mm 

Ｍ１４ 運転時質量により第1脚底面に作用する長手方向曲げモーメント N･mm 

Ｍ１４Ⅴ 鉛直方向地震により第1脚底面に作用する長手方向曲げモーメント N･mm 

Ｍ１５ 運転時質量により第1脚底面に作用する横方向曲げモーメント N･mm 

Ｍ１５Ⅴ 鉛直方向地震により第1脚底面に作用する横方向曲げモーメント N･mm 

Ｍ１ｓ 運転時質量により第1脚底面に作用するねじりモーメント N･mm 

Ｍ２ｂ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚底面に作用するねじりモー

メント 

N･mm 

Ｍ２ｓ 長手方向地震により第1脚底面に作用するねじりモーメント N･mm 

Ｍ３ 胴の脚付け根部に作用するねじりモーメント N･mm 

Ｍ３ｂ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚底面に作用するねじりモーメ

ント 

N･mm 

Ｍ３ｓ 横方向地震により第1脚底面に作用するねじりモーメント N･mm 

Ｍ４ｓ 鉛直方向地震により第1脚底面に作用するねじりモーメント N･mm 

Ｍ１Ｘ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サ

ポートに作用する長手方向軸周りのモーメント 

N･mm  

Ｍ１Ｙ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サ

ポートに作用する横方向軸周りのモーメント 

N･mm  

Ｍ１Ｚ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サ

ポートに作用する鉛直方向軸周りのモーメント 

N･mm  

Ｍ２Ｘ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する長手方向軸周りのモーメント 

N･mm  

Ｍ２Ｙ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する横方向軸周りのモーメント 

N･mm  

Ｍ２Ｚ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する鉛直方向軸周りのモーメント 

N･mm  

Ｍｃ 横方向地震により胴の第1脚付け根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍｃ１ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍｃｓ１ 横方向地震により第1脚底面に作用する長手方向モーメント N･mm 

Ｍｃｓ２ 横方向地震により第1脚底面に作用する横方向モーメント N･mm 

Ｍ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍｓ１ 長手方向地震により第1脚底面に作用する長手方向モーメント N･mm 

Ｍｓ２ 長手方向地震により第1脚底面に作用する横方向モーメント N･mm 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N･mm/mm 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N･mm/mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｉ 容器各部の質量（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） kg 

ｍｓ１ 第1脚の質量 kg 

ｍｓ２ 第2脚の質量 kg 
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記号 記号の説明 単位 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm 

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm 

ｎ 脚1個当たりの基礎ボルトの本数 ― 

ｎａ せん断力を受ける追設基礎ボルトの本数 ― 

ｎ１ 長手方向及び鉛直方向地震時に引張を受ける基礎ボルトの本数 ― 

ｎ１ａＸ 長手方向及び鉛直方向地震時に追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する長手方向軸周りのモーメントにより引張を受ける

追設基礎ボルトの本数 

― 

ｎ１ａＹ 長手方向及び鉛直方向地震時に追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する横方向軸周りのモーメントにより引張を受ける追

設基礎ボルトの本数 

― 

ｎ１ａＺ 長手方向及び鉛直方向地震時に追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する鉛直方向軸周りのモーメントにより引張を受ける

追設基礎ボルトの本数 

― 

ｎ２ 横方向及び鉛直方向地震時に引張を受ける基礎ボルトの本数 ― 

ｎ２ａＸ 横方向及び鉛直方向地震時に追設基礎ボルト部の耐震補強サポー

トに作用する長手方向軸周りのモーメントにより引張を受ける追

設基礎ボルトの本数 

― 

ｎ２ａＹ 横方向及び鉛直方向地震時に追設基礎ボルト部の耐震補強サポー

トに作用する横方向軸周りのモーメントにより引張を受ける追設

基礎ボルトの本数 

― 

ｎ２ａＺ 横方向及び鉛直方向地震時に追設基礎ボルト部の耐震補強サポー

トに作用する鉛直方向軸周りのモーメントにより引張を受ける追

設基礎ボルトの本数 

― 

Ｐ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に作用する反力 N 

Ｐｃ 横方向地震により第1脚底部に作用する鉛直方向荷重 N 

Ｐｅ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する反力 N 

Ｐ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する鉛直方向荷重 N 

Ｐ１ 長手方向地震により第1脚底部に作用する鉛直方向荷重 N 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｐｓ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直方向荷

重 

N 

Ｐｓ１ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直方向荷重 N 

Ｒ１ 第1脚の受ける荷重 N 

Ｒ１Ⅴ 鉛直方向地震により第1脚の受ける荷重 N 

ｒｍ 第1脚付け根部における胴の平均半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 ― 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 
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記号 記号の説明 単位 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 第1脚側胴板の厚さ mm 

ｔｅ 第1脚付け根部における胴の有効板厚 mm 

Ｘｎ 基礎が圧縮力を受ける幅 mm 

Ｘｎａ 床が圧縮力を受ける幅 mm 

Ｚ 引用文献(1)による胴の断面係数 mm3 

Ｚｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面係数 mm3 

Ｚｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面係数 mm3 

Ｚｓｐ 第1脚のねじり断面係数 mm3 

β，β１，β２ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータ ― 

γ 引用文献(2)によるシェルパラメータ ― 

θ 引用文献(1)による胴の有効範囲角の2分の1 rad 

θ０ 胴の第1脚端部より鉛直軸までの角度 rad 

θｗ 胴の第1脚端部より当板端部までの角度 rad 

π 円周率 ― 

σ０ 胴の組合せ一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一般膜応力 MPa 

σ０ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一般 

膜応力の和 

MPa 

σ０ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一般膜

応力の和 

MPa 

σ０ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一般

膜応力 

MPa 

σ０ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一般

膜応力の和 

MPa 

σ０φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一般

膜応力の和 

MPa 

σ１ 胴の組合せ一次応力の最大値 MPa 

σ１ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa 

σ１ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力の

和 

MPa 

σ１ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力の

和 

MPa 

σ１ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa 

σ１ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力の

和 

MPa 

 

σ１ℓφ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力の

和 

MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の組合せ一次応力と二次応力の和の変動値の

最大値 

MPa 

σ２ｃ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二次応

力の和 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σ２ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二次応

力の和 

MPa 

σ２ｃφ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二次応

力の和 

MPa 

σ２ℓ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ℓｘ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ℓφ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｂ１ 長手方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｂ２ 横方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｂａ 追設基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｂａ１ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルトに生じる引張応

力 

MPa 

σｂａ２ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｓ 第1脚の組合せ応力の最大値 MPa 

σｓｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓℓ 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ１ 運転時質量により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ３ 横方向地震により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ４ 鉛直方向地震により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｘ１ 内圧により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ２ 運転時質量による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付け根

部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ２１ 長手方向地震による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付け

根部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ２２ 横方向地震による横方向曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部

に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ３ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ４１，σｘ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力の

和及び二次応力の和 

MPa 

σｘ４１１，σｘ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生

じる軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１２，σｘ４２２ 長手方向地震による鉛直方向荷重により胴の第1脚付け根部に生じ

る軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１３ 長手方向地震による水平方向荷重により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ５１，σｘ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生じ

る軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ６ 鉛直方向地震による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付け

根部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ７１，σｘ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力及

び二次応力 

MPa 

σφ１ 内圧により胴に生じる周方向一次応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σφ２ 静水頭に鉛直地震力が加わり胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ３ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ４１，σφ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力の

和及び二次応力の和 

MPa 

σφ４１１，σφ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生

じる周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ４１２，σφ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の第1脚付け根部に生じる周

方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ５１，σφ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生じ

る周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ７１，σφ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力及

び二次応力 

MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂ１ 長手方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂ２ 横方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂａ 追設基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂａ１ 長手方向地震により追設基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂａ２ 横方向地震により追設基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｃ 横方向地震により胴の第1脚付け根部に生じるせん断応力 MPa 

τｃ１ 横方向地震により胴に作用するねじりモーメントにより第1脚付け

根部に生じるせん断応力 

MPa 

τｃ２ 横方向地震により脚に作用するねじりモーメントにより第1脚付け

根部に生じるせん断応力 

MPa 

τ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じるせん断応力 MPa 

τ１ 長手方向地震により胴に作用する鉛直方向荷重により生じるせん

断応力 

MPa 

τｓ１ 運転時質量により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

τｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

τｓ３ 横方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

τｓ４ 鉛直方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

 

  



 

12 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-7
 R
0 

 

2.6 計算精度と数値の丸め方 

   精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

   表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

角度 rad 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

 ＊2：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

 ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位

原子炉浄化系補助熱交換器の耐震評価は「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す

条件に基づき，原子炉浄化系補助熱交換器の損傷や転倒により，上位クラス施設が損傷するこ

とを防止するために，耐震評価上厳しくなる胴，脚，基礎ボルト及び追設基礎ボルトについて

評価を実施する。原子炉浄化系補助熱交換器の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図

に示す。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルにより固有周期を求める。

(2) 「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルにより求めた地震時の評価荷重（各部の

反力及びモーメント）をもとに，胴，脚，基礎ボルト及び追設基礎ボルトの応力評価を

行う。

(3) 地震力は，原子炉浄化系補助熱交換器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用す

るものとし，応力の算出において組み合わせるものとする。ここで，水平方向地震力は

胴の長手方向に作用する場合と胴の横方向に作用する場合を考慮する。また，水平方向

及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。

(4) 脚は同形状であるため，作用する荷重の大きい脚についての評価を計算書に記載する。

(5) 追設基礎ボルトについては，計算結果の厳しい箇所（許容値／発生値の小さい箇所をい

う。）を評価対象とする。

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉浄化系補助熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

  原子炉浄化系補助熱交換器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表 4－2及び表 4－3に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉浄化系補助熱交換器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 4－4に示す。 



 

 

 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-7 R0 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉冷却材

浄化設備 

原子炉浄化系補助 

熱交換器 
Ｂ クラス３容器＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

 

 

表 4－2 許容応力（クラス２，３容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋ 

二次＋ピーク応力 

ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば疲労解析は不要 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊2：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと 

読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

14 
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S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-7 R0 

表 4－3 許容応力（クラス２，３支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ft 1.5・ft 1.5・fs 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SB42＊1 最高使用温度 85 ― 205 394 ― 

脚 
SM41A＊2 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
最高使用温度 85 ― 218 377 ― 

基礎ボルト 
SS41＊3 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

追設基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊1：SB410相当 

＊2：SM400A相当 

＊3：SS400相当 

15 

＊
 

＊
 

＊
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4.3 解析モデル及び諸元 

原子炉浄化系補助熱交換器の解析モデルを図 4－1に，解析モデルの概要を以下に示す。ま

た，機器の諸元を本計算書の【原子炉浄化系補助熱交換器の耐震性についての計算結果】の

機器要目及びその他の機器要目に示す。 

(1) 原子炉浄化系補助熱交換器の胴，脚及び耐震補強サポートをはり要素でモデル化したＦ

ＥＭモデルを用いる。 

(4) 解析コードは，「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重及びモーメン

トを求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，

Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

図 4－1 原子炉浄化系補助熱交換器解析モデル 
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4.4 固有周期 

解析モデルでの固有値解析の結果を表 4－5，振動モード図を図 4－2に示す。固有周期は，

0.05秒以下であり，剛構造であることを確認した。 

表 4－5 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 ― ― ― 

図 4－2 振動モード図（１次モード） 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－6に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。 

表 4－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物
EL 23.8＊1 0.05以下 ― ― 

ＣＨＮＳ＝1.44＊2

ＣＨＥＷ＝1.73＊2 
ＣＶ＝1.54＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る震度 
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4.6 計算方法 

  4.6.1 応力の計算方法 

  4.6.1.1 胴の計算方法 

(1) 内圧による応力 

2・ｔ

)(Ｐ
σ

＋1.2・ｔＤ・
＝

ｉｒ
１φ

 
 ······························· (4.6.1.1.1) 

φ２＝０σ   ················································· (4.6.1.1.2) 

4・ｔ

)(Ｄ・Ｐ
σ

＋1.2・ｔ
＝

ｉｒ
１ｘ

  ······························· (4.6.1.1.3) 

 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震により生じる長手方向曲げモーメントによる応力 

第1脚付け根部における胴の運転時質量による曲げモーメントＭ１は「4.3 解析モ

デル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解析により求める。 

解析により求めた曲げモーメントＭ１により胴の第1脚付け根部に生じる応力は次

のように求める。 

引用文献(1)によれば，この曲げモーメントＭ１は胴の断面に対して一様に作用す

るものではなく，脚取付部において円周方向の曲げモーメントに置き換えられ，胴

の局部変形を生じさせようとする。 

長手方向の曲げモーメントによる胴の応力の影響範囲を脚上
6

θ0
の点とすると長手 

方向曲げモーメントに対する胴の有効断面積は図4－3に2・θで示される円殻である。 

したがって，運転時質量による応力は次式で求める。 


１

ｘ２
Ｍ

σ
Ｚ

  ·············································· (4.6.1.1.4) 

また，鉛直方向地震による応力は次式で求める。 


１

ｘ６ ｖ
Ｍ

σ ・Ｃ
Ｚ

  ········································· (4.6.1.1.5) 

ここで， 

2

＋ｔＤ
＝ｒ

ｅｉ
ｍ

 
 ·········································· (4.6.1.1.6)

 









osθ(sinθ／θ)－c

θ／θθ－2・sinθ＋sinθ・cos
 ・・ｔＺ＝ｒ

2
 2

ｅｍ

 
 ······ (4.6.1.1.7) 
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有効範囲w
2

w
2

非有効範囲

θ0

2･θ

ｔ
eθ0

6θw

ｒm

 

図 4－3 脚付け根部の有効範囲 

 

胴の脚付け根部に取り付く当板の大きさが 

周方向範囲   
＊1

ｗ
6

θ
 ≧θ

０ 

 
 ························· （4.6.1.1.8）

 

長手方向範囲  
 
 
 

 ＊2

ｉ
ｗ

Ｄ ＋ｔ
≧1.56・　  ・ｔ

2  
 ········ （4.6.1.1.9） 

である場合，脚付け根部における胴の有効板厚ｔｅは胴板の厚さと当板の厚さの

合計とする。 

本計算においては上記の有効範囲を満たすため，有効板厚ｔｅは胴板の厚さと当

板の厚さの合計とする。 

注記＊1：引用文献(1)より引用 

＊2：引用文献(3)より引用 

 

(3) 長手方向地震により生じる長手方向曲げモーメント及び鉛直方向荷重による応力 

長手方向地震により胴に作用する長手方向曲げモーメントＭ１１により胴の脚付け

根部に生じる応力は次式で求める。なお，Ｍ１１は「4.3 解析モデル及び諸元」に示

す解析モデルを用いた解析により求める。 


１１

２１ｘ
Ｍ

σ
Ｚ

 
 ··········································· (4.6.1.1.10) 

また，長手方向地震により胴に作用する鉛直方向荷重Ｆによるせん断応力は次式

で求める。Ｆは「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解析により

求める。 

ⅰ

１
2・Ｆ

τ ＝
π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ

  ································ (4.6.1.1.11) 
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(4) 横方向地震により生じる横方向曲げモーメント及びねじりモーメントによる応力 

横方向地震により胴に作用する横方向曲げモーメントＭ１２及びねじりモーメント

Ｍ１３により胴に生じる応力は次式で求める。なお，Ｍ１２及びＭ１３は「4.3 解析モデ

ル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解析により求める。 

2
２２

ⅰ

１２
ｘ

4・Ｍ
σ ＝

π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ
 

 ······························· (4.6.1.1.12) 

2
ⅰ

１３
ｃ１

2・Ｍ
τ ＝

π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ
  ······························· (4.6.1.1.13) 

 

(5) 運転時質量及び鉛直方向地震による脚付け根部の応力 

胴の脚付け根部には脚反力による周方向応力及び軸方向応力が生じる。胴の脚付

け根部作用する反力Ｒ１は「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解

析により求める。 

胴の脚付け根部に作用する反力は次のように求める。 

運転時質量による反力は， 

１Ｐ＝Ｒ   ················································ (4.6.1.1.14) 

鉛直方向地震による反力は， 

１・Ｒ＝ＣＰ ｖe   ·········································· (4.6.1.1.15) 

この反力Ｐ及びＰｅにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，引用文献(2)

により次のように求める。 

脚が胴に及ぼす力の関係を図4－4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図4－4 脚が胴に及ぼす力の関係 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐ，Ｐｅ 

Ｍ 

Ｍc 

2･Ｃ２ 

2･Ｃ１ 

ｔe ｒｍ 
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ここで，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは以下のように定

義する。 

ｅｍ ｔ／ｒ＝γ  ·········································· （4.6.1.1.16） 

ｍ／ｒ＝Ｃβ １１  ········································· （4.6.1.1.17） 

ｍ／ｒ＝Ｃβ ２２  ········································· （4.6.1.1.18） 

4≧β１／β２≧1のとき 

２１１２１ ・ββ・)－1)・(1－Ｋ／β・(β
3

1
1－β＝ ｊ







  ········· （4.6.1.1.19） 

ただし， 0.5≦β   

4

1 ≦β１／β２＜1のとき 

２１２２１ ・ββ・))・(1－Ｋ／β・(1－β
3

4
1－β＝ ｊ







  ········· （4.6.1.1.20） 

ただし， 0.5≦β    
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シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図よ

り値（以下＊を付記するもの）を求めることにより応力は次式で求める。 

反力Ｐによる応力は， 

一次応力 


















ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

Ｐ／ｒ

Ｎ
＝３σ   ························· （4.6.1.1.21） 


















ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

Ｐ／ｒ

Ｎ
＝３σ   ························· （4.6.1.1.22） 

反力Ｐｅによる応力は， 

一次応力 


















ｅｍ

ｅ
＊

ｍｅ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝７１σ   ······················ （4.6.1.1.23） 


















ｅｍ

ｅ
＊

ｍｅ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝７１σ   ······················ （4.6.1.1.24） 

二次応力 

















2 

７２

ｅ

ｅ
＊

ｅ

φ
φ

ｔ

Ｐ･ 6
 ・

Ｐ

Ｍ
＝σ   ······························ （4.6.1.1.25） 

















2 

７２

ｅ

ｅ
＊

ｅ

ｘ
ｘ

ｔ

Ｐ・ 6
 ・

Ｐ

Ｍ
＝σ  ····························· （4.6.1.1.26） 

 

(6) 長手方向地震による脚付け根部の応力 

長手方向地震が作用した場合，曲げモーメントＭℓ 及び鉛直荷重Ｐℓ は「4.3 解析

モデル及び諸元」に示す解析により求める。 

曲げモーメントＭと鉛直荷重Ｐにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より

値（以下＊を付記するもの）を求めることにより次式で求める。 

ここで，シェルパラメータγ及びＰの場合のアタッチメントパラメータβは(5)

と同じであるが，Ｍの場合のアタッチメントパラメータβは次式による。 

ただし，二次応力を求める場合は更にＫｊを乗じた値とする。 

 3 2 
２１・βββ＝   ······································ （4.6.1.1.27） 

ただし， 0.5≦β  

曲げモーメントＭにより生じる応力は次式で求める。 

一次応力 

１
 2 2

４１１ ・Ｃ
・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
＝

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φσ 




  
















  ····· （4.6.1.1.28） 

２
 2 2

４１１ ・Ｃ 
・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘσ 





















  ···· （4.6.1.1.29） 
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二次応力 


















2 
４２１

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ




  ········· （4.6.1.1.30） 


















2 
４２１

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ




  ········· （4.6.1.1.31） 

鉛直荷重Ｐにより生じる応力は次式で求める。 

一次応力 


















ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝４１２σ




  ····················· （4.6.1.1.32） 


















ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝４１２σ




  ····················· （4.6.1.1.33） 

二次応力 

















2 

４２２

ｅ

＊
φ

φ
ｔ

6・Ｐ
 ・

Ｐ

Ｍ
 ＝σ




  ···························· （4.6.1.1.34） 

















2 

４２２

ｅ

＊
ｘ

ｘ
ｔ

6・Ｐ
 ・

Ｐ

Ｍ
 ＝σ




  ···························· （4.6.1.1.35） 

長手方向地震により胴に生じる引張荷重Ｆℓ１は「4.3 解析モデル及び諸元」に示

す解析モデルを用いた解析により求める。 

胴に生じる引張応力は次式で求める。 

４１３

１
ｘ

ｉ

Ｆ
σ ＝

π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ
  ···························· (4.6.1.1.36) 

したがって，曲げモーメント，鉛直荷重及び水平方向荷重により生じる胴の応力

は次式で求める。 

一次応力 

４１２４１１４１ φφφ σσσ ＋＝   ······························· (4.6.1.1.37) 

４１３４１２４１１４１ ｘｘｘｘ σσσσ ＋＋＝   ······················ (4.6.1.1.38) 

二次応力 

４２２４２１４２ φφφ σσσ ＋＝   ······························· (4.6.1.1.39) 

４２２４２１４２ ｘｘｘ σσσ ＋＝   ······························· (4.6.1.1.40) 

また，長手方向地震が作用した場合，第1脚付け根部に生じるせん断応力は次式で

求める。なお，脚付け根部に生じる水平方向荷重Ｆℓ２は「4.3 解析モデル及び諸元」

に示す解析モデルを用いた解析により求める。 

２

２Ｆ
τ＝

4・Ｃ ・ｔ
  ······································· (4.6.1.1.41) 
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(7) 横方向地震による脚付け根部の応力 

横方向地震が作用した場合，曲げモーメントＭｃは「4.3 解析モデル及び諸元」

に示す解析モデルを用いた解析により求める。 

この曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シェル

パラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より値（以

下＊を付記するもの）を求めることにより次式で求める。 

ここで，シェルパラメータγは(5)と同じであるが，アタッチメントパラメータβ

は次式による。ただし，二次応力を求める場合は更にＫｃｊを乗じた値とする。 

 3 
２

 2 
１ ・βββ＝  ········································ （4.6.1.1.42） 

ただし， 0.5≦β   

したがって，応力は次式で求める。 

一次応力 

１
 2 2

５１ ｃ
ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
φ ・Ｃ 

・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ 

















  ··· （4.6.1.1.43） 

２
 2 2

５１ ｃ
ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

ｘ
ｘ ・Ｃ 

・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ 

















  ··· （4.6.1.1.44） 

二次応力 


















2 
５２

ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
φ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ   ········· （4.6.1.1.45） 


















2 
５２

ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

ｘ
ｘ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ

  ········· （4.6.1.1.46） 

また，胴の脚付け根部に生じるせん断荷重Ｆｃ及び胴の脚付け根部に生じるねじ

りモーメントＭ３は，「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解析に

より求める。 

せん断荷重により脚付け根部に生じるせん断応力は次式で求める。 

１

ｃ
ｃ

Ｆ
τ ＝

4・Ｃ ・ｔ
  ········································ (4.6.1.1.47) 

ねじりモーメントにより脚付け根部に生じるせん断応力は次式で求める。 

３

２

１ ２

ｃ
２

 , 

Ｍ
τ ＝

2・π・Min(Ｃ Ｃ )・ｔ
  ··························· (4.6.1.1.48) 
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(8) 組合せ応力 

(1)～(7)によって求めた脚付け根部に生じる胴の応力は以下のように組み合わせ

る。 

a. 一次一般膜応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

       ０ ０ ０
2 2

０ ０φ ｘ φ １ｘ＝ ・ ＋ ＋ ( － ) ＋ 4・τ
1

σ (σ σ ) σ σ
2

 
 
 

 

 ······························ (4.6.1.1.49) 

ここで， 

σ０φ＝σφ１＋σφ２  ··································· (4.6.1.1.50) 

      ０ １ ２ ４１３ ２１
22

６ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ＝ ＋ ＋σ σ σ σ ＋σ ＋σ   ······· (4.6.1.1.51) 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

 2  2
０ ０ ０ ０ ０ １ｃ ｃφ ｃｘ ｃφ ｃｘ ｃ＝ ＋ ＋ － ＋ 4

1   σ ・  (σ σ ) (σ σ ) ・τ
2

 
 
 

 

 ······························ (4.6.1.1.52) 

ここで， 

σ０ｃφ＝σφ１＋σφ２  ································· (4.6.1.1.53) 

σ０ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋ σｘ６
2
＋σｘ２２

2
  ················ (4.6.1.1.54) 

したがって，胴に生じる一次一般膜応力の最大値は，  

σ０＝Max｛長手方向地震時応力(σ０)，横方向地震時応力(σ０ｃ)｝ 

 ······························ (4.6.1.1.55) 

とする。 

 

b. 一次応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

       
 
 
 

１ １ １
2 2

１ １φ ｘ φ １ｘ＝ ・ ＋ ＋ ( － ) ＋ 4・(τ ＋τ )
1

σ (σ σ ) σ σ
2

 

 ······························ (4.6.1.1.56) 

ここで， 

    )( 2
７１２

2
４１３１１  σ＋＋＋＝ φφφφφφ σσσσσ    ······· (4.6.1.1.57) 

     １ １ ２ ３ ７１
2 2

４１ ２１ ６ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ＝ ＋ ＋ ＋ ( ) ( )σ σ σ σ σ ＋σ ＋σ ＋σ   

 ······························ (4.6.1.1.58) 
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鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

 １ １ １ １ １ １ ２
２ ２

ｃ ｃφ ｃｘ ｃφ ｃｘ ｃ ｃ ｃ
1

σ ＝ ・(σ ＋σ )＋ (σ －σ )＋4・(τ ＋τ ＋τ )
2

 

 ······························ (4.6.1.1.59) 

ここで， 

    )( 2
７１２

2
５１３１１ φφφφφφｃ σσσσσ σ＋＋＋＝    ······· (4.6.1.1.60) 

     2 2
１ １ ２ ３ ２２ ７１５１ ６ｃｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ＝ ＋ ＋ ＋ ( ) ( )σ σ σ σ σ ＋σ ＋σ ＋σ  

 ······························ (4.6.1.1.61) 

したがって，胴に生じる一次応力の最大値は，  

σ１＝Max｛長手方向地震時応力(σ１)，横方向地震時応力(σ１ｃ)｝ 

 ······························ (4.6.1.1.62) 

とする。 

 

c. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の変動値 

 2  2 
２ ２ ２ ２ ２φ x φ ｘ １＝ ＋ ＋ ＋ 4 ＋σ (σ σ ) (σ －σ ) ・(τ τ )   

 ······························ (4.6.1.1.63) 

ここで， 

     2
４２４１

2
７２７１２２ ）＋（＋）＋＋（＝ φφφφφφ σσσσσσ   

 ································ (4.6.1.1.64) 
     2 2

２ ６ ７１ ７２４１ ４２ ２１ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ＝σ （σ ＋σ ＋σ ）＋（σ ＋σ ＋σ ）  

 ······························ (4.6.1.1.65) 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合の変動値 

２ ２ ２ ２ ２ １ ２
２ ２

ｃ ｃφ ｃｘ ｃφ ｃｘ ｃ ｃ ｃσ ＝(σ ＋σ )＋ (σ －σ )＋4・(τ ＋τ ＋τ )  

 ······························ (4.6.1.1.66) 

ここで， 

     2 2
２ ２ ７２ ５１ ５２７１ｃφ φ φ φ φ φ＝σ （σ ＋σ ＋σ ）＋（σ ＋σ ）   

 ············ (4.6.1.1.67) 
     2 2

２ ６ ７１５１ ５２ ２２ ７２ｃｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ＝σ （σ ＋σ ＋σ ）＋（σ ＋σ ＋σ ）   

 ············ (4.6.1.1.68) 

したがって，胴に生じる地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の

最大値は，  

σ２＝Max｛長手方向地震時応力(σ２)，横方向地震時応力(σ２ｃ)｝ 

 ······························ (4.6.1.1.69) 

とする。  
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  4.6.1.2 脚の計算方法 

「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解析により得られる各要

素端での荷重 Ｒ１，Ｒ１Ｖ，Ｐℓ１，ＰＣ，Ｆ１１，Ｆ１２，Ｆ１ｖ１，Ｆ１ｖ２，Ｆℓｓ１，Ｆℓ

ｓ２，Ｆｃｓ１，Ｆｃｓ２，曲げモーメントＭ１４，Ｍ１５，Ｍ１４Ｖ，Ｍ１５Ｖ，Ｍℓｓ１，Ｍℓｓ２，

Ｍｃｓ１，Ｍｃｓ２及びねじりモーメントＭ１ｓ，Ｍ２ｓ，Ｍ３ｓ，Ｍ４ｓより各応力を次の

ように求める。 

(1) 運転時質量による応力 

曲げ及び圧縮応力は，次式で求める。 

１４ １５ １

１ｓ

ｓｙ ｓｘ ｓ

＝ ＋ ＋
Ｍ Ｍ Ｒ

σ
Ｚ Ｚ Ａ

  ·································· (4.6.1.2.1) 

せん断応力は次式で求める。 

   
   
   

１ １１ １２

１

３ ４

２ ２
ｓ

ｓ

ｓｐ ｓ ｓ

＋ ＋
Ｍ Ｆ Ｆ

τ ＝
Ｚ Ａ Ａ

  ························ (4.6.1.2.2) 

 

(2) 鉛直方向地震による応力 

曲げ及び圧縮応力は，次式で求める。 

１４Ⅴ １５Ⅴ １Ⅴ

ｓ4

ｓｙ ｓｘ ｓ

＝ ＋ ＋
Ｍ Ｍ Ｒ

σ
Ｚ Ｚ Ａ

  ······························· (4.6.1.2.3) 

せん断応力は次式で求める。 

   
   
   

４ １ １ １ ２

４

３ ４

２ ２
ｓ ｖ ｖ

ｓ

ｓｐ ｓ ｓ

＋ ＋
Ｍ Ｆ Ｆ

τ ＝
Ｚ Ａ Ａ

  ······················ (4.6.1.2.4) 

 

(3) 長手方向地震による応力 

曲げ及び圧縮応力は，次式で求める。 

１ ２ １

２

ｓ ｓ
ｓ

ｓｙ ｓｘ ｓ

＝ ＋ ＋
Ｍ Ｍ Ｐ

σ
Ｚ Ｚ Ａ

  ······························· (4.6.1.2.5) 

せん断応力は次式で求める。 

   
   
   

2

２

３ ４

２ ２
ｓ ｓ１ ｓ２

ｓ

ｓｐ ｓ ｓ

＋ ＋
Ｍ Ｆ Ｆ

τ ＝
Ｚ Ａ Ａ

  ······················ (4.6.1.2.6) 

 

(4) 横方向地震による応力 

曲げ及び圧縮応力は，次式で求める。 

３

ｃｓ１ ｃｓ２ ｃ
ｓ

ｓｙ ｓｘ ｓ

＋ ＋
Ｍ Ｍ Ｐ

σ ＝
Ｚ Ｚ Ａ

  ····························· (4.6.1.2.7) 

せん断応力は次式で求める。 

   
   
   

３

３

３ ４

２ ２
ｓ ｃｓ１ ｃｓ２

ｓ

ｓｐ ｓ ｓ

＋ ＋
Ｍ Ｆ Ｆ

τ ＝
Ｚ Ａ Ａ

  ···················· (4.6.1.2.8) 
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(5) 組合せ応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

 2 2
 2

 2 2 2
１ ２ ４ １ ２ ４ｓ ｓ ｓ ｓ ｓ ｓ ｓ＝ ＋ ＋ ＋ 3σ (σ σ σ ) ・τ ＋ τ ＋τ  

 ·························································· (4.6.1.2.9) 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

 2 2
 2

 2 2 2
１ ３ ４ １ ３ ４ｓｃ ｓ ｓ ｓ ｓ ｓ ｓ＝ ＋ ＋ ＋ 3σ (σ σ σ ) ・τ ＋ τ ＋τ  

 ························································· (4.6.1.2.10) 

したがって，脚に生じる最大応力は， 

σｓ＝Max｛長手方向地震時応力(σｓ)，横方向地震時応力(σｓｃ)｝ 

 ······························· (4.6.1.2.11) 

とする。  
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Ｍ 

Ａ 

ｅ ｄ１ 

Ｐｓ Ｐｓ 

Ｆｂ 

Ｘｎ 

Ｍ 

ｅ ｄ１ 

Ｐｓ Ｐｓ 

Ｘｎ 

ｂ ｂ 

ａ ａ 

  4.6.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

a. 引張応力

脚底面に作用するモーメントＭと鉛直荷重Ｐsの比を

ｅ＝Ｍ／Ｐｓ ············································· (4.6.1.3.1) 

とする。なお，Ｍ及びＰsは「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用い

た解析により求める。 

 

 

 

図4－5のように脚底面においてボルト位置に圧縮荷重がかかる状況では基礎ボ

ルトに引張力は作用しないため，引張力の評価は行わない。

一方，図4－6のように，ボルト位置に圧縮荷重がかからない状況に相当する

3

ｄ
＋

6

ａ
ｅ＞

１
············································ (4.6.1.3.2)

の場合及びｅが負の場合に，基礎ボルトに引張力が生じる。 

このとき図4－6において，鉛直方向荷重の釣合い，Ａ点回りのモーメントの釣

合い，基礎ボルトの伸びと基礎の縮みの関係から中立軸の位置Ｘｎは 

)－ｄ
2

ａ
・(ｅ＋

ｂ

・ｎ6・ｓ・Ａ
－)・Ｘ

2

ａ
＋3・(ｅ－ １

１ 2 3 ｂ
ｎｎＸ

)＝0－Ｘ・(ａ－ｄ ｎ１ ················ (4.6.1.3.3)

より求めることができ，基礎ボルトに生じる引張力は 

3

Ｘ
－ａ－ｄ

)
3

Ｘ
＋

2

ａ
・(ｅ－Ｐ

＝Ｆ
ｎ

ｎ
ｓ

ｂ

１

······························ (4.6.1.3.4)

となる。 

図 4－6 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 2） 

図 4－5 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 1） 
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したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

ｂ

ｂ
ｂ

・Ａｎ

Ｆ
＝

１

１σ   ······································· (4.6.1.3.5) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

2
ｂ ｄ
π

Ａ ＝ ・
4

  ··········································· (4.6.1.3.6) 

 

b. せん断応力 

長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合に脚底面に生じるせん断力Ｆℓｂ及び

ねじりモーメントＭ２ｂは，「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用い

た解析により求める。このとき基礎ボルトに生じるせん断応力は次のようになる。 

2 2

   
   
   

ｂ ２ｂ
ｂ１

ｂ
１ ２

ｂ

＋

－ －
＋

Ｆ Ｍ
τ ＝

ｎ・Ａ ａ 2・ｄ ｂ 2・ｄ
ｎ・Ａ ・

2 2

 

 ························································ (4.6.1.3.7) 
 

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

a. 引張応力 

(1)と同様にして求められるが，ＭをＭｃ１，ＰｓをＰｓ１，ｄ１をｄ２，ａをｂ，

ｂをａ及びｎ１をｎ２に置き換え，得られた基礎ボルトの応力をσｂ２とする。な

お，Ｍｃ１及びＰｓ１は「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解

析により求める。 
 

b. せん断応力 

横方向及び鉛直方向地震が作用した場合に脚底面に生じるせん断力Ｆｃｂ及びね

じりモーメントＭ３ｂは，「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた

解析により求める。このとき基礎ボルトに生じるせん断応力は次のようになる。 

2 2

   
   
   

ｃｂ ３ｂ
ｂ２

ｂ
１ ２

ｂ

＋

－ －
＋

Ｆ Ｍ
τ ＝

ｎ・Ａ ａ 2・ｄ ｂ 2・ｄ
ｎ・Ａ ・

2 2

 

 ························································ (4.6.1.3.8) 
 

(3) 基礎ボルトに生じる最大応力 

(1)及び(2)より求められた基礎ボルトの応力のうち最大のものをσｂ及びτｂと

する。 

a. 基礎ボルトの最大引張応力 

σｂ＝Max｛長手方向地震時応力(σｂ１)，横方向地震時応力(σｂ２)｝ 

 ······························· (4.6.1.3.9) 

b. 基礎ボルトの最大せん断応力 

τｂ＝Max｛長手方向地震時応力(τｂ１)，横方向地震時応力(τｂ２)｝ 

 ······························ (4.6.1.3.10) 
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  4.6.1.4 追設基礎ボルトの計算方法 

追設基礎ボルトの応力は，「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた

解析で得られた荷重及びモーメントから理論式により，引張応力及びせん断応力を

算出する。 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

計算モデルを図 4－7 に，「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた

解析で得られた追設基礎ボルト部の耐震補強サポートに作用する荷重とモーメント

を表 4－7に示す。 

図 4－7 追設基礎ボルトの計算モデル 

表 4－7 追設基礎ボルト部の耐震補強サポートに作用する荷重とモーメント（その 1） 

荷重（N） モーメント（N･mm）

Ｆ１Ｘ Ｆ１Ｙ Ｆ１Ｚ Ｍ１Ｘ Ｍ１Ｙ Ｍ１Ｚ 

a. 引張応力

長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルトに生じる引張応力は，次式に

より求める。 

１Ｚ １Ｘ １Ｙ

ｂａ ｂａ ｂａ１ａＺ ２ａ １ａⅩ １ａ １ａＹ

ｂａ１ ＋ ＋
Ｆ Ｍ Ｍ

σ ＝
ｎ ・Ａ ・ｎ ・Ａ ・ｎ ・Ａ

 ······························· (4.6.1.4.1)

ここで，追設基礎ボルトの軸断面積Ａｂａは次式により求める。 

2
ｂａ ａｄ

π
Ａ ＝ ・

4
 ········································ (4.6.1.4.2)
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b. せん断応力

長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルトに生じるせん断応力は，次式

により求める。 
2 2

Z１Ｘ １Ｙ １

ｂａ １aａ ｂ

１

ａａ

ｂａ

＋
＋

Ｆ Ｆ Ｍ
＝

ｎ・Ａ ｎ・Ａ ・

τ

2

················ (4.6.1.4.3)

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合

計算モデルは図 4－7と同様だが，Ｆ１ＸをＦ２Ｘ，Ｆ１ＹをＦ２Ｙ，Ｆ１ＺをＦ２Ｚ，Ｍ１Ｘ

をＭ２Ｘ，Ｍ１ＹをＭ２Ｙ及びＭ１ＺをＭ２Ｚに置き換える。「4.3 解析モデル及び諸元」に

示す解析モデルを用いた解析で得られた追設基礎ボルト部の耐震補強サポートに作

用する荷重とモーメントを表 4－8に示す。 

表 4－8 追設基礎ボルト部の耐震補強サポートに作用する荷重とモーメント（その 2） 

荷重（N） モーメント（N･mm）

Ｆ２Ｘ Ｆ２Ｙ Ｆ２Ｚ Ｍ２Ｘ Ｍ２Ｙ Ｍ２Ｚ 

a. 引張応力

(1)ａ.と同様にして求められるが，Ｆ１ＺをＦ２Ｚ，Ｍ１ＸをＭ２Ｘ，Ｍ１ＹをＭ２Ｙ，

ｎ１ａＸをｎ２ａＸ，ｎ１ａＹをｎ２ａＹ及びｎ１ａＺをｎ２ａＺに置き換え，得られた追設基

礎ボルトの応力をσｂａ２とする。 

b. せん断応力

(1)ｂ.と同様にして求められるが，Ｍ１ＺをＭ２Ｚ，Ｆ１ＸをＦ２Ｘ，Ｆ１ＹをＦ２Ｙに

置き換え，得られた追設基礎ボルトの応力をτｂａ２とする。 

(3) 追設基礎ボルトに生じる最大応力

(1)及び(2)より求められた追設基礎ボルトの応力のうち最大のものをσｂａ及び

τｂａとする。 

a. 追設基礎ボルトの最大引張応力

σｂａ＝Max｛長手方向地震時応力(σｂａ１)，横方向地震時応力(σｂａ２)｝

 ······························· (4.6.1.4.4)

b. 追設基礎ボルトの最大せん断応力

τｂａ＝Max｛長手方向地震時応力(τｂａ１)，横方向地震時応力(τｂａ２)｝

 ······························· (4.6.1.4.5)
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉浄化系補助熱交換器の耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 応力の評価 

4.8.1 胴の応力評価 

4.6.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 0.6・Ｓｕ 

一次応力 

（一次膜応力＋ 

一次曲げ応力） 

上記の 1.5倍の値 

一次＋二次応力 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の

変動値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は不

要とする。 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

4.8.2 脚の応力評価 

4.6.1.2項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力fｔｍ以下であること。ただし，fｔｍ

は下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
fｔｍ ・1.5 

1.5

Ｆ ＊
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4.8.3 基礎ボルトの応力評価 

4.6.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力fｔｓ以

下であること。ただし，fｔｏは下表による。 

 

fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τｂ，fｔｏ]  ···························· (4.8.3.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力fｓｂ以下であるこ

と。ただし，fｓｂは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏ 
・1.5
2

Ｆ
 

許容せん断応力 

fｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ
 

 

4.8.4 追設基礎ボルトの応力評価 

4.6.1.4項で求めた追設基礎ボルトの引張応力σｂａは次式より求めた許容組合せ応力 

fｔｓａ以下であること。ただし，fｔｏａは下表による。 

 

fｔｓａ＝Min[1.4・fｔｏａ－1.6・τｂａ，fｔｏａ]  ····················· (4.8.4.1) 

 

せん断応力τｂａはせん断力のみ受ける追設基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂａ以下で

あること。ただし，fｓｂａは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏａ 
・1.5
2

Ｆ
 

許容せん断応力 

fｓｂａ 
・1.5
31.5・

Ｆ
 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉浄化系補助熱交換器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確認し

た。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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